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【手続補正書】
【提出日】平成26年8月25日(2014.8.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像内から検査対象外の領域を非対象領域として検出する非対象領域検出手段と、
　前記画像内の注目画素位置を含む所定の範囲に注目画素領域を設定する注目画素領域設
定手段と、
　前記注目画素位置に関する基準面の作成に用いる情報の取得範囲である周辺領域を、前
記非対象領域に基づいて決定する周辺領域決定手段と、
　前記周辺領域内の前記情報に基づいて基準面を作成する基準面作成手段と、
　各画素位置における前記基準面と前記画像との間で対応する量の差分に基づいて周囲の
値から外れる画素値を有する外れ画素を検出する外れ画素検出手段と、
を備えることを特徴とする画像処理装置。
【請求項２】
　前記周辺領域決定手段は、前記非対象領域の分類に応じて前記周辺領域を決定すること
を特徴とする請求項１に記載の画像処理装置。
【請求項３】
　前記周辺領域決定手段は、
　前記非対象領域を分類する分類手段と、
　前記非対象領域の分類に応じて設定された方法で前記周辺領域を決定する分類別周辺領
域決定手段と、
を有することを特徴とする請求項２に記載の画像処理装置。
【請求項４】
　前記分類手段は、前記非対象領域の周囲の領域と前記非対象領域との連続性を判定する
連続性判定手段を含むことを特徴とする請求項３に記載の画像処理装置。
【請求項５】
　前記連続性判定手段は、前記非対象領域の周囲の領域における前記情報を近似する近似
面を作成し、該近似面と前記画像とにおいて対応する量を比較することにより前記連続性
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を判定することを特徴とする請求項４に記載の画像処理装置。
【請求項６】
　前記連続性判定手段は、前記非対象領域及び該非対象領域の周囲の領域における前記情
報を基に前記注目画素領域を平滑化した平滑化画像に基づいて前記連続性を判定すること
を特徴とする請求項４に記載の画像処理装置。
【請求項７】
　前記分類手段は、前記非対象領域の検出方法に応じて前記非対象領域を複数のカテゴリ
に分類するカテゴリ分類手段を含むことを特徴とする請求項３に記載の画像処理装置。
【請求項８】
　前記カテゴリは、暗部、血管、溝、泡、ハレーションの内の少なくとも１つを含むこと
を特徴とする請求項７に記載の画像処理装置。
【請求項９】
　前記分類別周辺領域決定手段は、前記連続性の有無に応じて前記周辺領域の決定方法を
切り替える切替手段を含むことを特徴とする請求項３に記載の画像処理装置。
【請求項１０】
　前記分類別周辺領域決定手段は、前記非対象領域のカテゴリに応じて前記周辺領域の決
定方法を切り替える切替手段を含むことを特徴とする請求項３に記載の画像処理装置。
【請求項１１】
　前記周辺領域決定手段は、前記非対象領域及び該非対象領域の周囲の領域における前記
情報を補正する補正手段をさらに有することを特徴とする請求項３に記載の画像処理装置
。
【請求項１２】
　前記補正手段は、前記非対象領域の周囲における前記情報の平均値により前記情報を補
間することを特徴とする請求項１１に記載の画像処理装置。
【請求項１３】
　前記補正手段は、前記非対象領域の周囲における前記情報を用いた関数近似により前記
情報を補間することを特徴とする請求項１１に記載の画像処理装置。
【請求項１４】
　前記周辺領域決定手段は、前記注目画素位置を含む範囲であって、前記非対象領域を超
えない前記注目画素領域内の範囲を周辺領域として決定することを特徴とする請求項１に
記載の画像処理装置。
【請求項１５】
　前記基準面作成手段は、前記周辺領域内の前記情報に対し、前記非対象領域からの距離
に応じた重み付け係数を用いた重み付け平均を施すことにより前記基準面を作成すること
を特徴とする請求項１に記載の画像処理装置。
【請求項１６】
　前記基準面作成手段は、前記周辺領域内の前記情報に基づく関数近似により前記基準面
を作成することを特徴とする請求項１に記載の画像処理装置。
【請求項１７】
　前記基準面作成手段は、前記周辺領域内の前記情報に対するモフォロジ処理により前記
基準面を作成することを特徴とする請求項１に記載の画像処理装置。
【請求項１８】
　画像内から検査対象外の領域を非対象領域として検出する非対象領域検出ステップと、
　前記画像内の注目画素位置を含む所定の範囲に注目画素領域を設定する注目画素領域設
定ステップと、
　前記注目画素位置に関する基準面の作成に用いる情報の取得範囲である周辺領域を、前
記非対象領域に基づいて決定する周辺領域決定ステップと、
　前記周辺領域内の前記情報に基づいて基準面を作成する基準面作成ステップと、
　各画素位置における前記基準面と前記画像との間で対応する量の差分に基づいて周囲の
値から外れる画素値を有する外れ画素を検出する外れ画素検出ステップと、
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を含むことを特徴とする画像処理方法。
【請求項１９】
　画像内から検査対象外の領域を非対象領域として検出する非対象領域検出ステップと、
　前記画像内の注目画素位置を含む所定の範囲に注目画素領域を設定する注目画素領域設
定ステップと、
　前記注目画素位置に関する基準面の作成に用いる情報の取得範囲である周辺領域を、前
記非対象領域に基づいて決定する周辺領域決定ステップと、
　前記周辺領域内の前記情報に基づいて基準面を作成する基準面作成ステップと、
　各画素位置における前記基準面と前記画像との間で対応する量の差分に基づいて周囲の
値から外れる画素値を有する外れ画素を検出する外れ画素検出ステップと、
をコンピュータに実行させることを特徴とする画像処理プログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７７】
（変形例３－２）
　次に、実施の形態３の変形例３－２について説明する。
　ステップＳ３０１においては、近似曲面の係数を用いて非対象領域の分類を行っても良
い。以下、近似曲面の係数により非対象領域を分類する方法について説明する。図１５は
、変形例３－２における非対象領域の分類方法を示すフローチャートである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７８】
　ステップＳ３３１において、連続性判定部３１１ａは、注目画素領域内の画素の画素値
を近似する近似曲面を算出する。より詳細には、次式（６）に示す二次関数に対し、次式
（７）により係数ａ～ｆを算出する。
　　ｚ（ｘ，ｙ）＝ａｘ2＋ｂｙ2＋ｃｘｙ＋ｄｘ＋ｅｙ＋ｆ　…（６）
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【数４】

　或いは、変形例１－１と同様にして、式（４）等によって表される各方向ｒ1～ｒ4にお
ける近似曲線を算出しても良い。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７９】
　続くステップＳ３３２において、連続性判定部３１１ａは、近似曲面を表す式の係数を
基に、非対象領域の連続性を判定する。具体的には、二次関数の極値点が非対象領域内に
存在し、且つ、二次関数の２次の項の係数の絶対値（式（６）の場合｜ａ｜及び｜ｂ｜、
式（４）の場合｜ａ｜）が所定の閾値以上である場合、その非対象領域は不連続領域であ
ると判定する。また、極値点が非対象領域内に含まれない場合、又は、二次関数の２次の
項の係数の絶対値が所定の閾値よりも小さい場合、その非対象領域は連続領域であると判
定する。ここで、式（６）の場合、Ｘ方向の極値点は{－(ｃｙ＋ｄ)／(２ａ)}、Ｙ方向の
極値点は{－(ｃｘ＋ｅ)／(２ｂ)}によってそれぞれ与えられる。また、式（４）の場合、
極値点は（－ｂ／２ａ)によって与えられる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８０】
　図１６Ａは、ある注目画素領域内のプロファイルＰＲ３に対する近似曲面ＭD1の１回目
の算出結果を示す模式図である。この近似曲面ＭD1は、非対象領域Ａ３、Ａ４以外の領域
のプロファイル情報に基づいて算出されている。このような１回目の算出結果に対し、非
対象領域Ａ３、Ａ４外部のプロファイルＰＲ３と近似曲面ＭD1とが交差する位置において
分割された各領域ＷD1、ＷD2について、２回目の近似曲面の算出が行われる。図１６Ｂは
、２回目の近似曲面の算出結果を示す模式図である。この場合、非対象領域Ａ３、Ａ４の
周囲の領域との連続性は、次のように判定される。例えば、非対象領域Ａ３の場合、該非
対象領域Ａ３を含む領域ＷD1に対して作成された近似曲面ＭD2の極大点ＰMD2は非対象領
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域Ａ３の外部に存在する。このような場合、非対象領域Ａ３は周囲の領域と連続であると
判定される。一方、非対象領域Ａ４の場合、該非対象領域Ａ４を含む領域ＷD2に対して作
成された近似曲面ＭD3の極小点ＰMD3は、非対象領域Ａ４内に存在する。この場合、近似
曲面ＭD3の２次の項の係数の絶対値が所定の閾値以上であるとき、非対象領域Ａ４は周囲
の領域と不連続であると判定される。
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